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１　内政

（1） 中・南部の豪雨被害
・昨年末から国内中南部において豪雨被害が発生している。25日，閣議は，国内中南部の水害の危険性を認定し，水害警告を発した。右は，災害対策関係機関が緊急救助を速やかに出動できる体制を敷くことを目的とする。特に中南部の主要河川であるリンポポ，インコマチ，プングエ各河川は引き続き水位が上昇傾向にある。北部の河川は安定しているが，ナンプラ州のメクタネ川流域にて水害が発生し，犠牲者3名を出している。

・水利局によれば，ザンベジ川は僅かなレベルで上昇の傾向があり，マプト，インコマチ，リンポポ，ブジ，プングエ各河川は警告レベル以上が維持されると予想される。特に洪水危険の可能性がある河川はリンポポ（ショクエ流域），ブジ（ドンベ流域），プングエ（マファンビッセ流域）である。さらに，水利局は，全国河川流域の住民に対し避難警告及び，河川渡河の危険警報を発出している。
（２）ソマリア沖海賊問題の続報
・昨年12月27日以降，行方不明となっていたモザンビーク漁船Vega 5号が，3日，ナカラ外洋にて北部へ航路していることが確認された。ムティッセ漁業副大臣は，漁船Vega 5号が海賊に誘拐されている可能性を表明した。一方，同漁船にスペイン国籍乗員2人が乗船しており，スペイン政府は在「モ」タンザニア，ケニア各国大使に対し状況解決のため各国政府と連絡を取るよう要請した。

（３）閣僚等人事

・イニャンバネにて年末年始を過ごしていたルーカス企画開発副大臣が急死したことを受け，ゲブーザ大統領は，アメリア・ナカーレ（国家統計院統計統合･調整局長）を企画開発副大臣に任命した。また，ムアリア公共事業・住宅副大臣がソファラ州知事を兼任していることは，憲法に違反していると報道されたことを受け，ゲブーザ大統領は，ムアリア公共事業・住宅副大臣を罷免し，同氏をソファラ州知事に任命するとともに，フランシスコ・ペレイラ（道路基金総裁）を公共事業･住宅副大臣に任命した。また，道路基金総裁には，エリアス・パウロ道路公団（ANE）事務局長が就任した。

・25日，マプトにてゲブーザ大統領は，ムアリア・ソファラ州知事，ペレイラ公共事業・住宅副大臣，ナカーレ企画開発副大臣の就任式を主宰した。

（４）難民・不法入国問題

・エチオピア及びソマリア出身者が毎日100名程度ナンプラ州のマラターネ難民収容センターに収容されている。他方，同センターには十分な難民受入れ体制は整っていないため，収容されていたソマリア人及びエチオピア人計6,000人が同センターを脱走する事件が発生した。難民が流入している背景には，組織的な人身売買が関与しているとの報道もある。

・19日，マプトにて警察は，不法入国者93人を逮捕した旨公表した。うち63人はマプト国際空港に到着後，残り30人は空港付近の民家に隠れていたところを逮捕された。犯罪調査警察は，人身売買事件として調査を開始している。

・入管局は，不法入国を完全に防止する能力が無いことを認め，地域諸国間との協力強化を訴えている。数日間においてパキスタン，インド，バングラデッシュ，エチオピア，ソマリア国籍の不法入国者が相次いで逮捕される事件が報道されており，同局次長は組織犯罪の可能性が大きいと見ている。

（５）マランガターナの逝去

・5日午前，ポルトガルにてモザンビークを代表する画家マランガターナ・ヴァレンテ・ヌゲーニャが死去。享年75歳。
・7日，マプトにて開かれた特別閣議においてマランガターナの国葬が決定された。14日，出身地のマトラーナで国葬が執り行われた。

（６）その他
・4日，マプトにてゲブーザ大統領は，2011年度国家予算法，税債務規制特別法，ボランティア法，爆発物取扱法，道路標示改正法，司法官規約改正法をそれぞれ公布した。

・11日，モザンビーク・カトリック司教連盟は，モザンビークにおいて一党独裁主義が強まっている旨表明し，憲法改正が民主主義を強化するものとなると期待する旨述べた。

・18日，ベイラにてソファラ州保健局長は，同州カイア，ゴロンゴーザ，マロメウ郡における下痢症罹患者数が増加しており，現時点においてコレラは確認されていないが，コレラ発生事態に備えて医薬品などを完備している旨表明。2010年の同州の下痢症罹患者数は105,647人，死者30人（2009年度87人）であった。また，18日以降，ナンプラ州モナポにて確認されたコレラ罹患者数は176人，死者4人。保健当局は，モナポがナカラ回廊沿いに位置することからその他の地域への感染拡大を懸念している。
・当国の旧運転免許証は今月末まで有効。現在，生体認証型の新型免許証の更新手続きが行われているが，連日，長蛇の列が生じている。

・食糧･栄養安全管理技術事務局（SETSAN）によれば，2010年10月～2011年4月における食糧・栄養不足問題に直面する地域はザンベジ川流域のマコーサ，タンバラ，グロ，カイア，シェンバ，シャンガラ，マゴエ，ムタララ，カオラ・バッサ，シンデ，モペイア，モルンバーラ郡の他ガザ州内陸部シクアラクアラ，ショクエ，マバラーネ，マサンジェーナ，マシンジール，ギジャー，シブートゥ，シグーボ郡，イニャンバネ州フニャロウロ，マボーテ，パンダ郡。
・第1回閣議において今回の雨季における自然災害緊急状況及び国家自然災害対策院及び現地関係機関による災害防止・対処行動の評価が行われた。また，公共通信サービスの質に関する規則が採択された他，「モ」とアンゴラ間防衛二国間協定の批准，IDA融資協定の批准，「モ」・印間貿易重税撤廃・収入税対象となる物品の課税回避防止に関する合意書の批准がそれぞれ採択された。

２　外交

（１）ゲブーザ大統領のAU総会出席

・30－31日，アディス・アベバにてゲブーザ大統領は第16回AUサミットに出席した。同サミットにはバロイ外務協力大臣，ナマシュルーア行政管理大臣，ヌクトゥムーラ司法副大臣等が同行。

（２）その他

・14日，マプトにてゲブーザ大統領は，ブラジル及びオーストラリア各大統領に対し自然災害の犠牲者への弔辞及び生存者への連帯の意を表明した。

・SADC政治・防衛・安全保障トロイカの議長国がモザンビークから南アに受け渡された。

３　経済

（１）石炭・鉱物資源

・10－11日，インドのジャイスワル石炭大臣がモザンビークを訪問。ノールマホメド鉱物資源副大臣は同大臣の訪問中に，炭鉱分野における技術専門家養成機関（2か所）の建設支援40百万ドルに関する覚書が署名される予定である旨表明したが，同署名はなされなかった模様。現在，同国企業4社がモザンビークの炭鉱開発に投資しており，近く，同4社のうちの1社であるJSPL社とのテテ州シャンガラ炭鉱の開発件譲渡契約が署名される予定。他方，モザンビーク政府はCoal India社が申請していた採掘件に関しては，先ず同社が既に保有している地区の開発を進めるべきとして付与しなかった。

・11日，Rio Tinto社は，Riversdale社の株式公開買付けを発表した。

・ナンプラ州モマ郡重砂鉱山のモザンビーク労働者雇用数は増加の傾向にある。現在，労働者数は716人，うちモザンビーク人は568人。Moma Mining社によれば，順次残りの外国人技術者のポストがモザンビーク人技術者に引き継がれていくことになる。
・ロンドンにてBaobab Resources社は，テテ州にて新たな鉱山を確認した旨表明。同社は，同州ゾナ・スルにて632平米の鉱山を所有し，鉄，バナジウム，チタンなどを採鉱。

・豪企業Twigg Explorator and Maining Lda.社はマニカ州北部タンバラ郡にてウランの発掘調査を実施する予定。同社は，現在，同郡にて鉛，チタン，亜鉛の発掘調査も行っている。

（２）鉄道・港湾・インフラ整備

・25日，マプト，マトーラ両港の穀類，燃料，石炭，コンテナ全ターミナルへのアクセス水路・埠頭の浚渫作業が終了し，最大8万トン船の入港が可能になった。同作業以前は最高5万トン船までの入港に制限されていた。同作業は2010年9月に開始，アクセス水路の拡大も含め費用は20百万ドル，右資金の拠出者はCFM，Grindrod，DP World，MPDC。

・モザンビーク港湾鉄道公社（CFM）は，2010年11月までの貨物取扱量が国内港湾において12.7百万トン（12.4％増），鉄道4.8百万トン（14.4％増）を記録，鉄道の乗客数は3.2百万人（36.6％増）に達した旨表明した。

・印企業Rites・Ircon社はズクーラ運輸通信大臣とムアレイアCFM社長との会合においてセナ線（モアティーゼ炭鉱～ベイラ港）の改修が今月末までに終了する旨保証した。

（３）財政・金融

・26日，イニャンバネにて開催された第35回モザンビーク中央銀行審議会の冒頭においてゴヴェ同銀行総裁は，物価高騰抑制政策として政府が導入した税務，予算，金融政策は十分な結果を発揮していない旨述べた。

・モザンビーク中央銀行は，今年度経済景気の兆しが回復する展望であるが，石油価格の高騰などの懸念材料もあり不安定であるため，より強固な財政政策が必要である旨述べた。

・歳入庁によれば，2010年の歳入額は634億Mt（約18億ドル）以上に達し，1975年以降最高額を記録した。うち税収入はGDPの19.6％（SADC平均は22％）を占める。フェルナンデス歳入庁長官は，目標額の達成だけでなく納税ポストの増設，専門養成，職場視察，労働生産性促進，報告の重視など引き続き向上していく意向を表明。

・2010年12月後半の対ドル・メティカルレートは32.83Mtを記録し，同月前半から4.09％のメティカル高。対ユーロ，対ランドに関してはそれぞれ4.02％，2.17％のメティカル高となっている。
・国家統計院（INE）は，昨年12月のインフレ率が17.44％に達した旨発表した。食料品の値上がりがインフレの主要な原因となった。

（４）農業

・今年，農産業企業Hoyo Hoyo社は，ザンベジア州グルエ及びソファラ州カイアにて食用油（原料：大豆，ゴマ，向日葵，トウモロコシ）生産加工に86百万ドル強を投資する予定。ボテリョ同社取締役によれば，現在，敷地2千ヘクタールの整備中，今年中旬に同加工工場の建設を開始する予定。

・ガザ州ショクエにおける稲作は，過去3か月の過剰な降雨量が浸水，農機の操作困難などの原因となり，稲を植える時期が大幅に遅れた模様。ディオンバ同州知事によれば，同地域稲作農家は，右の悪条件にかかわらず，収穫目標達成のため最大限努力を行っている。

・ヴァラー・ザンベジア州農業局長によれば，高品種種子30トン，耕作機22機，モーターポンプ20機，技術支援の各調達のため計1億2千8百万メティカル（約3.7百万ドル）が投資された。
・カシューナッツ開発院（INCAJU）によれば，国内，特に南部における降雨の影響によるカシューナッツの質の低下が懸念されている。生産量は当初目標であった9万7千トンに達する可能性あり。
（５）ペンバ港における密輸事件

・北部ペンバ港にてカリブ海アンティグア島の企業SDV-AMI社の大型船Kota Mawar号が木材の不法輸出容疑で押収された。押収されたのは丸太等が搭載されたコンテナ161個，輸出先はアジア，輸出者は中国人。関係当局は，同不法輸出に関与した疑いのある農業省，税関職員の取調べを行っている。

・ペンバ港にて押収された貨物船Kota Mawar号の貨物の調査と同時に，同港内に保管されたコンテナ29個の中から象牙126本（象63頭分）も押収された。この象牙は木材輸出業者Miti社の所有物ということが確認された模様。

（６）その他

・14日，マプトにて米経済学者兼ミレニアム開発目標達成・世界貧困撲滅問題国連総長顧問のサックス氏は，今後10年における当国経済成長率は年間平均10％に達する可能性が高い旨表明した。豊かな自然資源及び広大な土地が成長の根拠となっている。
・ムパンダ・ンクワ・ダムの環境への影響調査は今年6月までに終了する見込み。ナンブレッテ・エネルギー大臣は，政府は国際レベルの環境基準の遵守に最善を尽くす意向を表明。また，同大臣は，エネルギーが投資案件の必須条件となっている旨述べた。

・労働省によれば，2010年度外国人労働者の労働許可申請数は11,894件となった。2009年度の申請数9,110人から約30％増加。また，2010年に労働許可期限が切れた外国人労働者は2,877人，2009年は876人であった。

・アガ・カーン財団の投資によるMoztex社縫製工場の雇用者数は614人，うち560人が女性労働者。同社は，社会における女性の地位向上支援を目指している。
・モザンビークは，デジタル･テレビ・システム導入にあたり欧州システムDVB-T2を選定した旨報じられた。同システムはSADCが推奨しており，経済的状況及びその他の条件が考慮された模様。

・マプト市及び近郊では公共バスの不足が深刻化しており，運輸通信省のイスフォ地上交通局長は，今年5，6月にタタ社製の大型バスを100台輸入する予定である旨述べた。また，ズクーラ運輸通信大臣はこれら以外にも，中国製のバス50台が近日中にマプトに到着すると述べた。

４　経済協力

(１)　食糧援助

・7日，マプトにて瀬川大使とインローガ商工大臣との間で日本の食糧援助引渡し式が行われた。同援助は米1万7千トン（10百万ドル相当），インローガ同大臣は右の援助により国内市場のコメ価格安定に資する旨述べた。

（２）科学技術・教育

・近く，ウンベルージ中国･モザンビーク農業技術研究センターが開所する予定。4日に同センターを視察したマシンゲ科学技術大臣は，当国の農業開発における肯定的なインパクトをもたらすと確信の意を表明した。

・国連は，当国におけるミレニアム・ビレッジ･プログラム実施拡大を引き続き支援する意向。年内に実施開始が決定されている新ビレッジは，ソファラ州ベイラ，ナンプラ州ナカラ，テテ州シティマの3ヵ所。うち，シティマ・ビレッジはカオラ･バッサ水力発電所の投資百万ドルに基づいて実施される。右は，当地において，民間企業が直接，本事業に資金拠出する，初めてのケースとなる。現在，当国ミレニアム･ビレッジ･プログラムの主要パートナーはUNDPと日本政府。本案件における，本邦企業の取り組みとしては，三井物産のUNDPとの費用協働負担による，太陽光を利用した灌漑システムの導入が予定されている。

・12日，マルティス教育大臣は，入学申請書の締め切りを数日延長する旨発表した。同大臣によれば，特に農村地域において入学希望生徒の書類申請率が目標を達成しておらず，政府統計局の見込みの約47%にしか満たない。一方，首都マプトにおいては，入学申請書の受け入れ開始数日内に全ての空席が埋まっている。同大臣は，登録率のデータ提出は，現在のところ，マプト市及びガザ州のみであり，右数字の信憑性は低いとしている。

（３）援助協調
・マプトにて開かれた記者会見においてシャン財務大臣は，国際協力パートナーが2011年度国家予算支援資金の拠出を開始した旨表明した。昨年12月には世銀が85百万ドルを前倒しで拠出しており，今月中にECの拠出が約されている。2010年度国家予算支援額は合計600百万ドルであったのに対し，今年度は540百万ドルが見込まれている。

・14日，モザンビーク訪問中の国連事務総長特別顧問のジェフリー・サックスコロンビア大学教授は，「モ」政府及び援助ドナーに対して経済援助協力に関する助言を行った。同教授は，メガプロジェクト契約における法人税見直し及びプロジェクト利益の市民及び社会への還元方法について，見直しをするよう提言した。
（４）災害対策

・27日，マプトにてゲブーザ大統領への離任挨拶を行ったカルツオーラEC大使は，現在懸念される当国水害状況に対するEU支援が準備されている旨表明した。また，両者は，対「モ」EU協力がオープンかつ建設的な対話を基に効果的な結果を出している旨合意した。

（５）環境・水

・今般，オランダ，ドイツ，国連大学の支援の下，科学技術省と公共事業省が共同で水研究所（IIA）を設立し，雨水利用の管理システムのための構築メカニズムの研究を開始した。
（６）保健

・3日，マンゲーレ保健大臣は，昨年，保健所が所持する薬品が不足し，右の対処法として，国立病院において，使用期限切れの薬品が使用された事を認めた。使用期限が切れた薬品は，抗レトロウィルス薬，結核，及び抗マラリア薬である。国立保健所は，現在約15百万ドル分の薬品を輸入する準備があり，今年度の第一四半期内に現状を正常化する意向である。

・当国における肺結核の罹患率は10万人に対し504人，死亡率は127人，肺結核感染率の高い南部アフリカ諸国22か国のうち19番目に位置する。右は，26日，マプトにてマプト中央病院肺結核検査室開設式においてマンゲーレ保健大臣が表明した統計数値。同検査室の改修は米政府の援助1.5百万ドルにより実現された。
・28日，保健省とウルス・デル・モン・スペイン基金（Eyes for the World）との間で，当国の視覚の改善に関する署名が交わされた。右署名において，今後3年間，同基金は，白内障を患う患者などを対象に手術を施すなどの協力を実施することとなる。

　(７)　農業･水産・観光

・30日，イニャンバネ州ゴヴロを視察したアリ首相は，サヴェ川流域2か所の灌漑建設プロジェクトが合意書署名に終わらないよう早急の実現を訴えた。右灌漑の効果は農業生産44,000トンを見込んでおり，本プロジェクトの実施機関は農業開発基金（FAD）である。
・今般，政府は，海老漁船操業船隻数（零細漁業）を徐々に制限していく方針を発表した。本件は，同資源の開発超過を削減することを目的とする。ちなみに，今年度の海老商業漁船による漁獲量は6,500トンに達し，8％増加を記録する見込みである。
・近く，ヴィランクーロにてサヴェ川灌漑開発プロジェクト専門家による事前調査結果報告会が行われる予定。同プロジェクトは，ゴヴロ郡に既存するシムンダ灌漑の拡大改修，マボーテ郡にてパウンダ灌漑の建設を含む。両灌漑による裨益する農地は合計2,000ヘクタール。

(８)　道路・インフラ

・今般，ザンベジア州の州都にある，キリマネ港における航路水域及び追悼の浚渫作業が完了した。本件作業費はおよそ20万ドルで，本費用は，同港の管理企業である，Cornelder-Mocambiqueが負担した。

(９)　労働

・ブラジル支援による当国社会保障システムのコンピューター情報化プロセスは年内にも終了する予定。タイポ労働大臣は，右の結果により社会保障管理の透明性且つ柔軟性が向上する旨確信の意を表明した。

（了）

（注）これらの情報の大部分はモザンビークの国内報道に基づいており，客観的事実と異なることがあります。また，文中で使用される表現，語彙等は日本政府の見解等と必ずしも一致するものではありません。
